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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第40期の平成16年５月20日付で、株式１株につき1.3株の株式分割を行っております。なお、第40期中間期の１株当たり

中間純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

５．第40期中間期の１株当たり中間配当額には、設立40周年記念配当７円50銭を含んでおります。 

６．第40期の１株当たり年間配当額には、設立40周年記念配当15円を含んでおります。 

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 26,790,144 35,042,302 38,853,075 57,555,115 68,387,624

経常利益（千円） 4,068,629 5,343,363 3,897,553 8,407,971 9,839,719

中間（当期）純利益（千円） 2,288,146 3,092,269 2,133,879 4,680,166 5,669,180

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 4,227,500 4,227,500 4,227,500 4,227,500 4,227,500

発行済株式総数（千株） 21,077 27,400 27,400 21,077 27,400

純資産額（千円） 24,870,237 29,626,634 33,283,835 27,306,668 31,775,155

総資産額（千円） 63,006,034 128,433,995 250,832,191 78,966,372 172,739,665

１株当たり純資産額（円） 1,180.25 1,081.77 1,215.40 1,295.89 1,160.25

１株当たり中間（当期）純利益金額
（円） 

108.59 112.90 77.92 222.10 206.99

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当額(円) － 25.00 25.00 35.00 50.00

自己資本比率（％） 39.5 23.1 13.3 34.6 18.4

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

2,957,932 5,095,038 3,652,846 6,896,179 12,803,195

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△765,542 △368,595 △467,591 △2,031,792 △730,424

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△942,743 △1,254,103 △1,299,525 △2,139,612 △2,426,254

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

9,456,781 14,387,542 22,439,937 10,915,201 20,554,202

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］(人) 

374 
［36］

390
［38］

409
［41］

383 
［36］

398
［ 39］



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労使関係について、特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 409［41］ 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当上半期におけるわが国経済は、製造業を中心とした企業部門の好調さが家計部門にも広がり、政府の月例経済報告におい

ても８月に景気の踊り場脱却を宣言するなど緩やかな回復基調が続きました。このような情勢のなかで、平成17年4月から契約

電力50kW～500kW未満の小規模電力ユーザーに対しても電力の小売が自由化され、より多くの企業に対して電力コスト削減ニー

ズを満たすべく、安価な電力の供給を推し進めてまいりました。 

 一方、当上半期における当社を取り巻く経営環境は、原油価格の高騰に伴うコスト増の影響を大きく受けたことにより、上

場以来始めて大幅な減益を余儀なくされました。 

 この結果、当上半期の売上高は対前年同期比10.9%増の38,853百万円となりました。 

 事業部門別では、コージェネ事業部売上高は、オンサイト型自家発電システムの上半期売上予定物件の一部について原油価

格の高騰に伴う先送り案件が約3,900百万円発生したこと等により、対前年同期比0.7%減の18,160百万円となりました。コー

ジェネレンタル事業部売上高は、発電設備燃料の売上が増加したことに加え、電力小売事業による売上高が対前年同期比約2.7

倍の808百万円となったことも寄与し、対前年同期比24.8%増の19,388百万円となりました。セキュリティ事業部売上高は、対

前年同期比7.0%増の1,303百万円となりました。 

 一方、利益の面におきましては、コージェネ事業部における粗利率改善で減益修正分の一部をカバーできたものの、当上半

期の原油価格が、期初の会社予想を大幅に上回り上昇したことにより、燃料部門における収支が大幅に悪化し、営業利益は対

前年同期比36.0%減少し3,163百万円となりました。 

 経常利益につきましては、営業外収益に計上しております商品スワップ評価益が対前年同期比43.8%増の770百万円となりま

したが、対前年同期比27.1%減の3,897百万円となりました。 

 中間純利益につきましては、減損損失201百万円の計上等の影響をうけ、対前年同期比31.0%減少し2,133百万円となりまし

た。 

  

当上半期における燃料部門の売上総利益、関連指標比較 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、22,439百万円（対前年同期比56.0%増）となり

ました。なお、各区分の状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、営業活動の結果、得られた資金は3,652百万円（対前年同期比28.3%減）となりました。 

 資金の減少要因といたしましては、原油価格の高騰にともなうコスト増の影響を大きく受けたことにより、税引前中間純利

益が3,705百万円（対前年同期比29.3%減）となったものの、売上債権の増加額5,218百万円（対前年同期比309.5%増）、法人税

等の支払額2,426百万円（対前年同期比3.5%増）、未収入金の増加額1,501百万円（対前年同期比43.9%増）、未払金の減少額

1,086百万円（対前年同期比35.7%減）及び、前渡金744百万円（対前年同期比－%）を計上したこと等によります。 

 一方資金の増加要因といたしましては、商品デリバティブ取引における預り保証金が3,800百万円（対前年同期比52.0%増）

となったことに加え、仕入債務の増加額6,126百万円（対前年同期比17.4%増）、たな卸資産の減少額469百万円（前年同期は

1,786百万円の増加）、減価償却費の計上365百万円（対前年同期比15.8%減）等によります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、投資活動の結果、使用した資金は467百万円（前年同期は368百万円の資金の使用）となりまし

た。 

 これは主に、今年８月に営業運転を開始いたしました、綾部エネルギーセンター用の設備の取得等により、有形固定資産の

取得による支出額が399百万円（対前年同期比35.3%増）となったこと及び、無形固定資産の取得による支出43百万円（対前年

項 目 期初見込み 上半期実績 増 減 

燃料部門の売上総利益 △2,000百万円 △3,241百万円 △1,241百万円 

WTI価格(平均値) 
前提数値 
46ドル／バレル 58ドル／バレル 12ドル／バレル 

為替相場 
前提数値 
108円／ドル 109円／ドル １円／ドル 



同期比32.0%増）等によります。 

  

 当中間会計期間における主な設備投資 

  綾部エネルギーセンター用設備の取得  （発電出力15,000kW） 262,838千円 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、財務活動により使用した資金は1,299百万円（前年同期は1,254百万円の資金の使用）となりまし

た。 

 これは主に、配当金の支払いによる支出684百万円（対前年同期比7.2%減）に加え、短期・長期借入金及び固定資産に係る割

賦債務を510百万円減少させることができたこと（前年同期は492百万円の減少）等によります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．コージェネレンタル事業部及びセキュリティ事業部については、電力供給に関するサービス及び電力設備に関する技術

サービス（メンテナンス業務）を主たる業務としており、生産部門を有しておりませんので、記載を省略しておりま

す。 

２．金額は製造原価にて表示しております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．前事業年度以前に受注した物件で、契約の変更等により受注残高と販売価額に増減のあるものにつきましては、受注高

にその増減額を含んでおります。 

３．上記金額には、見込生産品は含まれておりません。 

４．エネルギーサービス及び技術サービスについては、生産部門を有しておりませんので記載を省略いたします。 

５．受注高には「分離発注方式」により分離した工事費用相当分が含まれております。 

６．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門等の名称 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

コージェネ事業部（千円） 8,949,938 77.6 

事業部門等の名称 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

コージェネ事業部 15,141,513 77.4 18,005,387 97.4 



(3）販売実績 

 （注）１．コージェネ事業部の「その他」は吸着式冷凍機等であります。 

２．セキュリティ事業部の「その他」は改修工事、竣工試験及びロイヤリティー等であります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

（電力自由化の流れ） 

 世界的な電力自由化の流れのなか、平成12年３月から始まったわが国の電力部分自由化で、新規の参入者は契約電力2,000kW

以上の大型工場、デパート等の大口電力ユーザー（全国で約９千件）を対象に、電力会社の送電線を使用して電力を小売する

ことができるようになりました。 

 そして、平成16年４月からは契約電力500kW以上～2,000kW未満の中規模電力ユーザー（全国で約４万件）に対しても電力の

小売が自由化され、平成17年４月からは契約電力50kW以上～500kW未満の小規模電力ユーザー（全国で約70万件）にまで小売が

自由化されています。 

 また、平成17年４月には、日本卸電力取引所（JEPX）での電力取引が開始され、未だ本格的な参加者は少数ではあるものの

全国的な電力取引が日々行われています。 

 さらに、平成19年４月をめどに一般家庭への自由化も検討が開始される予定であり、近い将来には全面自由化が実現される

見通しとなってきました。 

 このような電力自由化への大きな流れのなか、当社といたしましてもこれをビジネスチャンスと捉えており、総合エネル

ギーサービス業として対処していかなければならないと考えています。 

  

（オンサイト型自家発電システムについて） 

 オンサイト型自家発電システムはお客様の電力使用のピーク部分を発電装置による発電でまかなうことで、電力需要の

「山」と「谷」の格差を縮小します。このように、電力の負荷を平準化することにより、電力会社による大型発電所の効率的

な発電が可能となります。 

 当社は、170kW型並びに495kW型の自家発電システムを中心として、オンサイト事業開始以来の経営理念でもある、電力需給

の平準化に貢献しております。 

 また、電力会社の大型発電所では、エネルギーの半分以上を海水ないしは大気中に放出し、かつ送電ロスを発生させる状態

で需要地へ供給していますが、これに対してオンサイト型自家発電システムでは、廃熱エネルギーを暖房や給湯、冷凍機によ

る冷房等に利用することで、エネルギー効率を60～80%まで高めることが可能となります。 

 このようなコージェネレーション（熱電併給）によって、電気代の他、ガス・重油代等のエネルギーコストの大幅ダウンや

CO2削減に貢献しています。 

事業部門等の名称 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

コージェネ事業部 

  自家用発電設備（千円） 18,019,222 98.6 

  その他（千円） 141,440 8,029.4 

計（千円） 18,160,663 99.3 

コージェネレンタル事業部 

  発電設備 レンタル（千円） 90,093 32.6 

  発電設備 整備（千円） 4,267,976 97.7 

  発電設備 燃料（千円） 14,222,741 134.3 

  電力小売（千円） 808,088 268.1 

計（千円） 19,388,900 124.8 

セキュリティ事業部 

  電力設備メンテナンス（千円） 854,265 100.5 

  その他（千円） 449,245 122.0 

計（千円） 1,303,510 107.0 

合計（千円） 38,853,075 110.9 



 さらに先年、京都において「気候変動枠組条約第３回締役国会議（COP3）」が開催され、その際に採択された京都議定書が

平成17年２月16日に発効されました。そこでは、先進国に対してCO2等の温室効果ガスの排出削減義務等が定められておりま

す。 

 このような背景もあり、特に近年、工場を中心としたお客様からのコージェネレーションに対するニーズが一段と高まって

きています。 

 そこで、当社としましては、最新鋭高効率エンジンの採用を進め、さらなる発電効率の向上や廃熱有効活用法の開発を進め

ており、環境保全にも対応してまいります。 

 さらに、最近では地震や台風等の災害対策も問題となってきており、このような災害時でも使用が可能な非常対策用として

の機能も兼ね備えたオンサイト型自家発電システムのニーズが高まりをみせております。 

 そこで、当社としましても、このような災害にも機動的に対処できる兼用装置を開発し、お客様のご要望により設置してお

ります。 

 また、原油価格高騰の対応策として全国のお客様に設置済みの24時間遠隔監視システム（CMS）により効率的な自家発電シス

テムの運用を行なってまいります。 

  

（電力小売について） 

 平成16年４月及び平成17年４月より中規模電力ユーザー（契約電力500kW以上～2,000kW未満）や小規模電力ユーザー（契約

電力50kW以上～500kW未満）への電力の小売がそれぞれ自由化されました。 

 その一部は、当社が電気設備メンテナンスを実施し、24時間遠隔監視システム（CMS）を設置いただいているお客様や、オン

サイト型自家発電システムをご採用いただいているお客様の多い中規模工場、スーパーマーケット、病院、ホテル（旅館）等

であります。 

 このことは今まさに当社のビジネスチャンスが到来しているということであります。当社はこれらのお客様の電力需要デー

タの中から、電力需要パターンの異なる複数のお客様を組み合わせることで、フラットな負荷合成を行い、効率の良い事業運

営を行った上でさらなる業容の拡大を進めてまいります。 

 平成15年には滋賀県大津市に償却負担の少ない低コストな総出力約１万kWの小規模発電所を完成させ、平成16年４月１日よ

り営業運転を開始いたしました。 

 さらに、販売規模の拡大に伴い、大津での経験を十分に活かして、平成17年７月には京都府綾部市に総出力1.5万kWの小規模

発電所を完成させ、８月１日より営業運転を開始し、現在、大津と合わせて約2.5万kWの自己電源を稼動させております。 

 また、当社はこれまで約7,000台強、総出力150万kW程度の自家発電システムを全国のお客様へ設置させていただいており、

この貴重な経営資源を最大限活用したビジネス展開を構築したいと考えております。 

 また、電力の調達先は、電力会社やPPS（特定規模電気事業者）、電力取引市場等で、それらから選択的に電力の調達を行う

ことで、当社にとって最も有利な電源構成を実現し、より安価な電力をお客様に供給できるよう取組んでおります。 

 併せて、バイオマス燃料の実証試験を重ね、RPS法（新エネルギー等利用法）への対応を進めており、よりコスト優位で環境

にやさしい事業運営を行ってまいります。 

 このように、現状に満足することなく、今以上に多くのお客様に安価な電力供給が行えるよう、電力小売事業の全国的規模

への拡大を含め、常にその方針、方策等に関し、研究を重ねております。 

  

 当社は、これからも独自の発想による戦略でこれらの事業運営に臨み、「総合エネルギーサービス業」として、顧客満足度

の限りなき向上に挑んでまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 小規模オンサイト自家発電業界をリードする当社は、電力負荷平準化やエネルギーの有効利用を通して社会に貢献していま

す。 

 研究開発活動は当社の規模からいたしますと巨額の資金を必要とする基礎研究分野より、むしろ既存技術を応用した商品化

開発を主軸にしております。 

 例えば、メーカーが開発した高効率の汎用新型トラック用エンジンを発電装置用に搭載するため制御システム等の開発を

行っております。 

 また、環境保護に資するためエンジンから排出される窒素酸化物や黒煙の除去装置を共同開発し、フィールド実証し、成果

を上げております。 

 さらに、発電装置の廃熱を利用した発電システムや低温生ゴミ乾燥機の開発を独自で行っております。 

 将来の布石としてバイオマス燃料とＡ重油を混焼させるシステムの開発や、燃料電池，リチウムイオン電池などの新エネル

ギー・蓄電技術への開発活動を行っております。 

 これらの活動の結果、当中間会計期間における研究開発費の総額は、154,040千円であります。 

   

主な開発内容 

 当中間会計期間における主な活動状況は、次のとおりであります。 

  

(1）エネルギー変換の高効率化と信頼性の向上 

① オンサイト型自家用ディーゼル発電装置の高効率化 

 大口電力需要家で採用が増大している500kWクラスの発電装置の原動機として、数社の高圧・高噴射圧型新型ディーゼルエ

ンジンを採用し、それに伴い冷却系統を改良した新型発電装置は、燃料消費率及びばい煙性状の改善効果も所期の目標値を

クリアして量産体制に入りその効果を具現しております。 

 また、既存エンジンの高効率化及び発電機本体の効率アップを目的に新たな設計思想を取入れた装置の開発を進めていま

す。 

  

② 発電装置の制御方法の改善改良 

 発電装置の運転方法は、配電系統への安全と電力品質の確保を図りながら、経済的効果アップを図るために、いかに効率

良く運転制御するかがポイントとなります。また、電力会社の停電時における発電装置の負荷分担制御を的確に実施できる

電子制御システムの構築も併せて必要なものとなります。そこで、エンジン制御のコンピュータ化に対応して、当社システ

ム制御の高速化を構築し数種類の新型エンジンに適用しており、その応用技術を従来型エンジンにも適用すべく開発を進め

ております。 

 この開発により、買電電力量の少ない需要家でも発電装置の高負荷率運転が可能となり、経済性が向上するとともに、電

力会社停電時の大容量負荷（高圧モーター等）の起動にも支障無く対応できることの確実性が格段に向上しました。 

  

(2）ディーゼルエンジンの環境性向上 

   ① ディーゼルエンジンの排ガス（黒煙・PM・NOx）浄化装置の開発 

 ディーゼルエンジンの排ガス黒煙の除去について東京都の黒煙除去指定メーカーと共同開発を行い排ガス浄化性能（黒煙

除去率85%）をクリアできる装置の開発を実施し、所期の目的を達成し、各地で連続運転を行っています。引き続き、本方式

のコストダウン、信頼性向上に向けて改良開発を進めています。また、他の方式も視野に入れ、安価な装置の開発をメー

カー数社と共同研究を実施いたしております。 

 なお、窒素酸化物（NOx）につきましては、乾式触媒還元法による装置を採用し、実績効果の蓄積と、機能維持推移を研究

しております。さらに、簡便コストダウンを目標に尿素水制御を発電制御と一体化とする等の改良・改善を行っています。 

  

② バイオマス燃料とＡ重油の混焼システムの構築 

 ディーゼルエンジンの燃料としてBDF（Biomass・Diesel・Fuel）を各社が研究・開発されておりますが、特定規模電気事

業用発電所としての大津エネルギーセンターにおいて、BDF燃料のようにエステル化処理不要のバイオマス燃料とＡ重油の混

焼によるRPSの認定を取得し、バイオマス発電所として本格運転を開始し、当期９月までの６ヶ月間で約12万kWhのRPS認定電

力を発電しました。 

 また、天道エネルギーセンターについては正月明けの本格運転を目指しRPS認定申請を行いました。 

今後は、さらに対象発電装置を増加し、混合率のアップを図り、バイオマス発電所としての効果を発揮する環境に優しいCO2

排出を抑制した発電所の運転を目指します。 

 また、液化ガスを原料とした新燃料DME（ジ・メチルエーテル）やGTL（ガスツーリキッド）を使用した、排ガス性状のク



リーン化を目的に、ディーゼルエンジンの改造研究に着手しております。 

  

③ 新型低公害エンジンの耐久試験 

 現在、脚光を浴びているコモンレール制御方式のディーゼルエンジンを発電装置用に改良し、Ａ重油を燃料とした耐久試

験を実施致しております。当エンジンは燃費・排ガス性状の改善を目的に自動車用に開発されたもので、燃料としては軽油

仕様であります。そこでＡ重油での耐久性や制御システム及び整備内容の確認も含めた総合試験であります 

  

④ 環境計量証明事業登録の完了 

 従来からの騒音・振動計量証明事業登録に加え、環境対応を強化する目的も含め大気濃度に関する計量証明事業登録を完

了しました。 

  

(3）省エネ機器の開発 

① 低温廃熱回収発電装置 

 低温廃熱回収発電装置は、工場等産業界において利用されることなく廃棄されている、100℃前後の低温・低級な熱エネル

ギーを再び電力エネルギーとして回収する装置です。 

 オンサイト型発電装置の廃熱を利用し、より効率的な電力回収を行うため、新たなスクリュータービンを採用した小型の

低温廃熱回収発電装置のシステムを構築して、総合性能確認試験を天道工場で完了し、大津エネルギーセンターでの実証試

験の工事を完了し、試運転を開始しております。 

  

② 低温生ゴミ乾燥機の開発 

 発電装置の廃熱利用として開発した低温生ゴミ乾燥機は、このエンジン廃熱を利用する生ゴミなどの固形物乾燥装置で

す。各種生ゴミ、汚泥などの乾燥性能確認を完了し、客先での運用を検討しております。 

  

(4）新エネルギー及び深夜負荷造成への取組み 

① 新エネルギーへの取組み 

 新エネルギー燃料電池への取組みとして、将来のオンサイト発電装置として期待できる、高温型の溶融炭酸塩型燃料電池

の開発に取組んでいる商社のビジネスに共同参画し、その専任として経験豊富な現場技術者を配属し、消化ガス等を燃料と

した溶融炭酸塩型燃料電池の運転・整備に関するノウハウの蓄積を実施しております。 

  

② 蓄電による深夜負荷造成と電力負荷平準化 

イ）リチウムイオン電池 

慶應義塾大学の大型リチウムイオン電池開発の共同研究に参画して、蓄電効率が高く、充放電サイクルに強いリチウム

イオン電池を用いて深夜電力を蓄電（深夜負荷造成）し、昼間時間帯に放電（電力放出）するシステム開発で電力負荷

平準化および無瞬断電源システム、さらに災害時対応電源システムや自然エネルギー（太陽光・風力・小型水力等）発

電の電力変動調整用システム（ある意味でのマイクログリッド方式）としての運用を目指しております。 

ロ）レドックスフロー電池 

レドックスフロー蓄電装置を業務用ビルに設置し、その実機での最適運転制御や商用電源との経済的運用方法について

の実証確認試験により、さらなる効率的運用方法の研究開発を継続しています。 

  

(5）遠隔監視・制御技術の高度化 

① 近年のIT技術を駆使した、双方向通信による電力小売事業による電力託送を踏まえ、顧客の使用電力量と発電電力量の同

時同量制御・監視システムの運用を開始しております。 

   さらに、顧客のIP電話等の採用増加に伴う情報通信手段として、PHS方式によるシステム運用を開始しました。 

   また、顧客の電力設備の事故原因の大半を占める絶縁劣化を検出するセンサーの改良を行い、併せて電源安定度の監視

を目的に、電圧・電流・高調波・電力等々を監視するシステムの構築を開始しております。 

  

② 瞬間停電や瞬間電圧低下（瞬低）対策システムの構築 

 高度化された産業社会では不意の電力系統の電圧低下（瞬低）による損失や安全性は非常に重要なテーマであります。こ

の瞬低防止対策には各種の方法がありますが、いずれもいかに早く現象を検出してバックアップされた正常電源との切替え

を行うかの手法であります。 

 今回の方法は、当社の小型複数台の設置方式を利用した、その瞬低による電圧降下を補償するシステムであり、複数台の

発電装置のうちの１台を瞬低保護用として、従来のオンサイト発電装置の機能も発揮しながら、極端な例としては、商用系

統が停電しても装置以降の電源は電圧降下が発生しないというシステムであります。 



 天道工場での実機確認試験を経て、需要現場への設置工事を完了して本格運転を開始しました。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 該当事項はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

１．当中間会計期間において、前事業年度末に計画中でありました重要な設備の新設、拡充について完了したものは、次のとお

りです。 

   綾部エネルギーセンター  綾部発電所の新設に伴う設備投資（発電出力 15,000kW） 262,838千円 

  

２．当中間会計期間において新たに確定した重要な設備投資計画 

 （注）１．電力小売事業用設備投資計画 

 電力小売事業用の新規電源確保のための設備投資を上記のとおり計画し、平成17年９月より着手いたしました。この

天道エネルギーセンターは、当社の天道工場内にディーゼルエンジン仕様発電装置（170kW 10台）を設置し、最大出力

1,700kWの発電所として運用いたします。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完了後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

着手 完了 

天道エネルギーセンター 
（福岡県嘉穂郡桂川町） 

発電所用設備
の取得 

36,522 － 自己資金
平成17年
９月 

平成17年 
12月 

1,700kW



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 45,000,000 

計 45,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株)
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 27,400,750 27,400,750

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（ニッポン・ニュー・マーケッ
ト－「ヘラクレス」） 

－ 

計 27,400,750 27,400,750 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 27,400 － 4,227,500 － 5,605,500



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、2,157千株であります。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、754千株であります。 

３．資産管理サービス信託銀行㈱の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、700千株であります。 

４．野村信託銀行㈱の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、６千株であります。 

  

   平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

深尾 勲 東京都世田谷区代田5-33-5 6,416 23.42 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町2-11-3 2,542 9.28 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱ 

東京都中央区晴海1-8-11 1,419 5.18 

深尾 暢夫 滋賀県草津市野村1-25-10 955 3.49 

㈱ワイエッチエフ 東京都千代田区二番町1-2 904 3.30 

資産管理サービス信託銀行㈱ 
東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイランド
トリトンスクエア オフィスタワーZ棟 

802 2.93 

㈱滋賀銀行 滋賀県大津市浜町1-38 614 2.24 

ユーロクリアー バンク エスエ
イ エヌブイ 
（常任代理人 ㈱東京三菱銀行） 

1 BOULEVARD DU ROI ALBERT Ⅱ. B-1210 
BRUSSELS, BELGIUM 
（東京都千代田区丸の内2-7-1） 

600 2.19 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
（常任代理人 ㈱みずほコーポレ
ート銀行） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

561 2.05 

野村信託銀行㈱ 東京都千代田区大手町2-2-2 532 1.94 

計 － 15,349 56.02 



 モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド及びその共同保有者であるモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・イン

コーポレーテッド、モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・リミテッド、エムエスディーダブ

リュ・エクイティー・ファイナンス・サービセズⅠ（ケイマン）・リミテッド、エムエスディーダブリュ・エクイティー・ファ

イナンシング・サービセズ（ルクス）エス・アー・エール・エルから、平成17年９月30日付けの大量保有報告書の写しの送付が

あり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

氏名又は名称 住所
保有株券等 
の数（株） 

株券等保有
割合（％） 

モルガン・スタンレー・ジャパ
ン・リミテッド 

ケイマン諸島、グランドケイマン、ジョージタ
ウン、サウスチャーチ・ストリート・ユグラン
ドハウス私書箱309号 

349,740 1.28

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インコーポレーテッ
ド 

1585 Broadway, New York, NY 10036 249,370 0.91

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インターナショナ
ル・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf
London E14 4QA U.K 

797,365 2.91

エムエスディーダブリュ・エクイ
ティー・ファイナンス・サービセ
ズI（ケイマン）・リミテッド 

c/o M&C Corporate Services Limited 
P.O. Box 309GT Ugland House, South Chrch 
Street George Town, Grand Cayman 

61,000 0.22

エムエスディーダブリュ・エクイ
ティー・ファイナンシング・サー
ビセズ（ルクス）エス・アー・エ
ール・エル 

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 
Luxembourg 

82,697 0.30

計 － 1,540,172 5.62



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式3,000株（議決権の数30個）が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 15,600 －
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,267,400 272,674 同上 

単元未満株式 普通株式 117,750 － 同上 

発行済株式総数 27,400,750 － － 

総株主の議決権 － 272,674 － 

     平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エネサーブ株式会社 
大阪市中央区北久宝
寺町二丁目5番9号 

15,600 － 15,600 0.06

計 － 15,600 － 15,600 0.06

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 3,850 3,710 3,640 3,470 3,310 2,850 

最低（円） 3,590 3,480 3,270 3,270 2,795 2,660 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中

間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受け

ております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金 ※2 16,458,747  24,399,525 22,486,732  

２．受取手形   8,502,670  6,821,154 5,547,938  

３．売掛金   15,577,953  17,729,363 13,783,622  

４．たな卸資産   5,643,992  5,915,935 6,472,779  

５．前渡金   －  744,165 －  

６．未収入金   2,107,453  4,217,140 2,715,233  

７．商品スワップ   53,048,018  158,386,178 92,813,259  

８．商品キャップ   7,384,612  13,524,840 9,843,453  

９．繰延ヘッジ損失   764,368  － 159,002  

10．繰延税金資産   272,021  578,615 354,174  

11．その他   263,204  374,389 229,724  

12．貸倒引当金   △41,296  △69,047 △80,761  

流動資産合計    109,981,746 85.6 232,622,259 92.7  154,325,157 89.3

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 
※1, 
2,4 

    

１．貸与固定資産   3,400,972  2,456,385 2,816,774  

２．建物   1,392,440  1,410,707 1,352,702  

３．土地   5,246,212  5,354,524 5,540,631  

４．建設仮勘定   1,464  － 315  

５．その他   1,168,745  1,323,134 1,112,464  

有形固定資産合計   11,209,836  10,544,751 10,822,888  

(2）無形固定資産   159,963  191,601 177,925  

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券   994,561  1,494,363 1,386,075  

２．長期前払費用   1,240,604  1,217,976 1,239,084  

３．敷金・保証金   2,693,685  2,719,418 2,682,211  

４．繰延税金資産   1,505,659  1,465,263 1,506,781  

５．その他   786,174  663,267 735,194  

６．貸倒引当金   △138,235  △86,710 △135,654  

投資その他の資産
合計 

  7,082,449  7,473,578 7,413,693  

固定資産合計    18,452,249 14.4 18,209,931 7.3  18,414,507 10.7

資産合計    128,433,995 100.0 250,832,191 100.0  172,739,665 100.0

        



  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   16,281,368  15,722,030 13,343,584  

２．買掛金   4,426,923  7,472,961 4,489,302  

３．短期借入金 ※2,6 4,980,000  5,330,000 5,330,000  

４．１年内返済予定長
期借入金 

※2 1,333,274  893,100 1,007,553  

５．１年内償還予定社
債 

※2 100,000  100,000 200,000  

６．未払金   1,872,336  2,085,922 2,426,129  

７．１年内返済予定長
期未払金 

※2 335,097  377,631 254,873  

８．未払法人税等   2,280,000  1,855,000 2,531,000  

９．未払消費税等 ※5 826,017  914,248 806,570  

10．賞与引当金   137,272  141,007 150,775  

11．商品スワップ   764,368  － 142,481  

12．繰延ヘッジ利益   56,724,911  167,607,216 98,839,926  

13．その他   260,199  562,033 458,859  

流動負債合計    90,321,768 70.3 203,061,151 80.9  129,981,056 75.2

Ⅱ 固定負債       

１．社債 ※2 100,000  － －  

２．長期借入金 ※2 2,221,600  1,328,500 1,722,000  

３．役員退職慰労引当
金 

  688,718  772,968 711,148  

４．長期未払金 ※2 434,109  162,573 120,452  

５．長期預り金   2,880  2,860 2,880  

６．預り保証金   5,000,000  12,200,000 8,400,000  

７．その他   38,284  20,302 26,971  

固定負債合計    8,485,592 6.6 14,487,204 5.8  10,983,452 6.4

負債合計    98,807,360 76.9 217,548,356 86.7  140,964,509 81.6

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    4,227,500 3.3 4,227,500 1.7  4,227,500 2.5

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   5,605,500  5,605,500 5,605,500  

２．自己株式処分差益   35  － －  

資本剰余金合計    5,605,535 4.4 5,605,500 2.2  5,605,500 3.2

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   79,000  79,000 79,000  

２．任意積立金       

(1）特別償却準備金   6,372  4,509 6,372  

(2）別途積立金   16,280,000  20,580,000 16,280,000  

３．中間（当期）未処
分利益 

  3,379,964  2,423,185 5,272,187  

利益剰余金合計    19,745,336 15.3 23,086,695 9.2  21,637,559 12.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   100,943 0.1 424,583 0.2  360,483 0.2

Ⅴ 自己株式    △52,681 △0.0 △60,443 △0.0  △55,887 △0.0

資本合計    29,626,634 23.1 33,283,835 13.3  31,775,155 18.4

負債・資本合計    128,433,995 100.0 250,832,191 100.0  172,739,665 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    35,042,302 100.0 38,853,075 100.0  68,387,624 100.0

Ⅱ 売上原価 ※3  26,699,781 76.2 32,495,942 83.6  52,925,836 77.4

売上総利益    8,342,520 23.8 6,357,132 16.4  15,461,788 22.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※3  3,398,248 9.7 3,193,769 8.2  6,356,303 9.3

営業利益    4,944,272 14.1 3,163,363 8.1  9,105,484 13.3

Ⅳ 営業外収益 ※1  635,160 1.8 924,764 2.4  1,141,326 1.7

Ⅴ 営業外費用 ※2  236,069 0.7 190,574 0.5  407,092 0.6

経常利益    5,343,363 15.2 3,897,553 10.0  9,839,719 14.4

Ⅵ 特別利益    － － 32,663 0.1  － －

Ⅶ 特別損失 ※4  102,479 0.3 224,340 0.6  104,187 0.2

税引前中間(当期)
純利益 

   5,240,884 14.9 3,705,876 9.5  9,735,531 14.2

法人税、住民税及
び事業税 

  2,205,508  1,798,731 4,383,914  

法人税等調整額   △56,893 2,148,614 6.1 △226,734 1,571,997 4.0 △317,564 4,066,350 5.9

中間(当期)純利益    3,092,269 8.8 2,133,879 5.5  5,669,180 8.3

前期繰越利益    287,694 289,389  287,694 

自己株式処分差損    － 83  6 

中間配当額    － －  684,681 

中間(当期)未処分
利益 

   3,379,964 2,423,185  5,272,187 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャ 
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純
利益 

  5,240,884 3,705,876 9,735,531 

減価償却費   433,869 365,496 769,574 

減損損失   － 201,030 － 

固定資産除却・廃棄
損 

  386,906 136,261 958,423 

たな卸資産除却・廃
棄損 

  74,090 91,140 － 

投資有価証券評価損   － 22,310 － 

投資有価証券売却益   － △18,675 － 

貸倒引当金の増減額   21,643 △15,059 58,528 

賞与引当金の増減額   △1,683 △9,767 11,818 

役員退職慰労引当金
の増減額 

  △100,565 61,820 △78,135 

受取利息配当金   △26,178 △27,380 △47,188 

支払利息   107,329 95,018 204,788 

為替差損益   △32,792 △35,093 △3,132 

売上債権の増減額   △1,274,344 △5,218,009 3,477,936 

たな卸資産の増減額   △1,786,098 469,095 △2,646,042 

前渡金の増減額   － △744,165 － 

未収入金の増減額   △1,043,404 △1,501,723 △1,672,571 

仕入債務の増減額   5,218,042 6,126,339 3,179,262 

未払金の増減額   △1,690,705 △1,086,491 △1,981,757 

未払消費税等の増減
額 

  223,328 107,692 203,881 

商品デリバティブの
増減額 

  △258,047 △492,864 △397,045 

預り保証金の増減額   2,500,000 3,800,000 5,900,000 

敷金・保証金の増減
額 

  △299,958 △2,167 △310,627 

その他   △154,686 115,830 △85,789 

小計   7,537,630 6,146,514 17,277,456 

利息及び配当金の受
取額 

  7,839 27,197 47,215 

利息の支払額   △106,819 △94,197 △206,875 

法人税等の支払額   △2,343,612 △2,426,667 △4,314,601 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  5,095,038 3,652,846 12,803,195 



  
  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャ 
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △1,274,066 △1,218,341 △2,846,855 

定期預金の払戻によ
る収入 

  1,234,997 1,191,276 2,946,457 

有形固定資産の取得
による支出 

  △295,445 △399,869 △796,353 

有形固定資産の売却
による収入 

  7,220 2,711 14,600 

無形固定資産の取得
による支出 

  △32,833 △43,337 △85,605 

投資有価証券の取得
による支出 

  △4,467 △54,505 △8,941 

投資有価証券の売却
による収入 

  － 50,737 50,010 

貸付けによる支出   △4,000 － △4,000 

貸付金の回収による
収入 

  － 3,737 262 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △368,595 △467,591 △730,424 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入れによる収
入 

  3,100,000 2,700,000 7,000,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △2,550,000 △2,700,000 △6,100,000 

長期借入れによる収
入 

  500,000 － 500,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,533,810 △507,953 △2,359,131 

固定資産に係る割賦
債務等の返済による
支出 

  △8,674 △2,272 △17,574 

社債の償還による支
出 

  － △100,000 － 

自己株式の売却によ
る収入 

  622 445 1,283 

自己株式の取得によ
る支出 

  △24,732 △5,083 △28,640 

配当金の支払額   △737,509 △684,660 △1,422,191 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,254,103 △1,299,525 △2,426,254 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  1 3 △7,515 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  3,472,340 1,885,734 9,639,000 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  10,915,201 20,554,202 10,915,201 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※1 14,387,542 22,439,937 20,554,202 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的債券 ───── 満期保有目的債券 

  償却原価法（定額法）   償却原価法（定額法） 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  製品・仕掛品 製品・仕掛品 製品・仕掛品 

   個別法による原価法 同左 同左 

  商品・原材料貯蔵品 商品・原材料貯蔵品 商品・原材料貯蔵品 

   先入先出法による原価法 同左 同左 

  (3）デリバティブ (3）デリバティブ (3）デリバティブ 

   時価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

① 貸与固定資産 ① 貸与固定資産 ① 貸与固定資産 

  リース資産 リース資産 リース資産 

   貸与期間を償却年数とし、

貸与期間満了時の貸与固定資

産の見積処分価額を残存価額

とする定額法 

同左 同左 

  レンタル資産 レンタル資産 レンタル資産 

   見積貸与期間を償却年数と

し、見積貸与期間終了時に見

込まれる貸与資産の処分価額

を残存価額として、当該期間

内に定額償却する方法 

同左 同左 

  ② その他の有形固定資産 ② その他の有形固定資産 ② その他の有形固定資産 

   定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）及び電力小売事業

用機械装置については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物    6～50年 

機械装置  7～17年 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）及び電力小売事業

用機械装置については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物    5～50年 

機械装置  2～17年 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）及び電力小売事業

用機械装置については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物    5～50年 

機械装置  2～17年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   定額法 同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち、当中間会計期間の負担額を

計上しております。 

同左  従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のう

ち、当期の負担額を計上してお

ります。 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 ただし、当中間会計期間末に

おきましては、退職給付引当金

の借方残高（123,497千円）を

前払年金費用（投資その他の資

産 長期前払費用）に計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年

数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生時の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 ただし、当中間会計期間末に

おきましては、退職給付引当金

の借方残高（122,370千円）を

前払年金費用（投資その他の資

産 長期前払費用）に計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年

数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生時の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 ただし、当期末におきまして

は、退職給付引当金の借方残高

（137,622千円）を前払年金費

用（投資その他の資産 長期前

払費用）に計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17

年３月16日）及び「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３

月16日）が、平成17年３月31日

に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより営

業利益、経常利益及び税引前当

期純利益に与える影響はありま

せん。 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

同左  役員退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、金利スワップに

ついては、特例処理の要件を満

たしている場合は特例処理を採

用しております。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  
  
ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

為替予約   原材料の購入

取引 

商品スワップ   商品（Ａ重油) 

原材料（Ａ重

油） 

商品キャップ  商品（Ａ重油) 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

為替予約   原材料の購入

取引 

商品スワップ  商品（Ａ重油) 

商品キャップ  商品（Ａ重油) 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

為替予約   原材料の購入

取引 

商品スワップ   商品（Ａ重油) 

商品キャップ  商品（Ａ重油) 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   当社の内部規程である「経理

規程」に基づき、金利、通貨関

連の取引については将来の金利

変動リスク及び為替変動リスク

を回避することを目的として行

っており、商品関連の取引につ

いても、将来の商品市況及び為

替相場の変動によるリスクを回

避することを目的として行って

おります。 

同左 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   金利関連及び通貨関連の取引

につきましては、ヘッジ対象の

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断

しております。 

 商品関連の取引につきまして

は、ヘッジ対象の時価変動額と

ヘッジ手段の時価変動額を比較

し、両者の変動額等を基礎にし

て判断しております。 

同左 同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．固定資産の減損に係る会

計基準 

─────  当中間会計期間より「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 この変更に伴い、減損損失

201,030千円を計上し、減価償却

費は当該変更前に比して398千円

減少しております。この結果、経

常利益が398千円増加し、税引前

中間純利益が200,631千円減少し

ております。 

 また、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき当該各資産の金額から直

接控除しております。 

───── 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

キャッシュ・フロー計算書関係 ───── 

 前中間会計期間において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「未収入金の増減額」、「敷金・保証金の増減額」は、

当中間会計期間において重要性が増加したため、区分掲

記することといたしました。 

 なお、前中間会計期間における「未収入金の増減

額」、「敷金・保証金の増減額」の金額は下記のとおり

であります。 

  

  
未収入金の増減額 △21,400千円

敷金・保証金の増減額 △301,304千円



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

8,815,613千円 7,265,210千円 7,209,450千円

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 
  
預金 379,073千円

建物 650,425千円

構築物 29,467千円

機械装置 8,685千円

土地 1,938,733千円

計 3,006,385千円

  
預金 379,114千円

建物 611,643千円

構築物 25,565千円

機械装置 7,452千円

土地 1,822,206千円

計 2,845,981千円

預金 379,101千円

建物 630,114千円

構築物 27,359千円

機械装置 8,021千円

土地 1,938,733千円

計 2,983,330千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
  
短期借入金 951,153千円

長期借入金 2,962,353千円

（１年内返済予定含む） 

長期未払金 9,333千円

（１年内返済予定含む） 

社債 200,000千円

（１年内償還予定含む） 

計 4,122,840千円

  

  

短期借入金 1,860,561千円

長期借入金 2,071,600千円

（１年内返済予定含む） 

１年内償還予定社債 100,000千円

  4,032,161千円

  

短期借入金 1,351,600千円

長期借入金 2,529,553千円

（１年内返済予定含む） 

１年内返済予定長期未払金 1,353千円

１年内償還予定社債 200,000千円

計 4,082,506千円

 上記の他、担保設定の原因となっている

リース債務91,512千円があります。 

 上記の他、担保設定の原因となっている

リース債務100,854千円があります。 

 上記の他、担保設定の原因となっている

リース債務99,493千円があります。 

 ３．保証債務  ３．保証債務  ３．保証債務 

 下記の会社の、リース会社との契約につ

いて債務保証を行っております。 

 下記の会社の、リース会社との契約につ

いて債務保証を行っております。 

 下記の会社の、リース会社との契約につ

いて債務保証を行っております。 
  
学校法人郡山開成学園 12,139千円

共立製磁㈱ 13,891千円

㈱十文字チキンテック 28,500千円

新治商業協同組合 17,374千円

不二見セラミック㈱ 9,536千円

計 81,442千円

  
学校法人郡山開成学園 10,087千円

共立製磁㈱ 4,630千円

㈱十文字チキンテック 17,100千円

新治商業協同組合 5,791千円

不二見セラミック㈱ 4,087千円

計 41,697千円

学校法人郡山開成学園 12,139千円

共立製磁㈱ 9,261千円

㈱十文字チキンテック 22,800千円

新治商業協同組合 11,583千円

不二見セラミック㈱ 6,812千円

計 62,595千円

※４．取得価額から控除している圧縮記帳額

は、構築物14,000千円であります。 

※４．      同左 ※４．      同左 

※５．消費税等の取扱い ※５．消費税等の取扱い ※５．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、「未払消費税等」として流動負債

に表示しております。 

同左 ───── 

※６．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

※６．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行７行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

※６．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 
  
当座貸越極度額 7,300,000千円

借入実行残高 3,680,000千円

差引額 3,620,000千円

  
当座貸越極度額 7,800,000千円

借入実行残高 4,180,000千円

差引額 3,620,000千円

当座貸越極度額 7,300,000千円

借入実行残高 4,180,000千円

差引額 3,120,000千円



（中間損益計算書関係） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 
  

受取利息配当金 26,178千円

貯蔵品売却益 2,745千円

金利スワップ評価益 9,892千円

受取賃貸収入 4,299千円

保険返戻金 1,852千円

為替差益 12,464千円

商品スワップ評価益 535,670千円

  

  

受取利息配当金 27,380千円

貯蔵品売却益 31,105千円

受取賃貸収入 4,357千円

保険返戻金 12,303千円

為替差益 53,093千円

商品スワップ評価益 770,488千円
  

受取利息配当金 47,188千円

貯蔵品売却益 18,880千円

金利スワップ評価益 20,002千円

受取賃貸収入 8,654千円

商品スワップ評価益 952,111千円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 
  

  

支払利息 105,229千円

部品交換損失 78,324千円

  

  

支払利息 92,918千円

たな卸資産評価損 85,066千円

支払利息 200,588千円

部品交換損失 78,324千円

為替差損 43,726千円

※３．減価償却実施額 ※３．減価償却実施額 ※３．減価償却実施額 
  

有形固定資産 410,348千円

無形固定資産 21,797千円

  
有形固定資産 334,226千円

無形固定資産 29,661千円

有形固定資産 717,790千円

無形固定資産 48,312千円

※４．    ───── ※４．減損損失 ※４．    ───── 

  (1）減損損失を認識した資産グループの概要   

  
  

用途 場所 種類
減損損失 

（千円）

賃貸用
不動産 

兵庫県
芦屋市 

建物 13,503

賃貸用
不動産 

兵庫県
芦屋市 

土地 20,540

遊休 
不動産 

兵庫県
西宮市 

土地 85,727

遊休 
不動産 

滋賀県
草津市 

土地 30,800

遊休 
不動産 

埼玉県
川口市 

土地 23,760

遊休 
不動産 

京都市
右京区 

土地 18,499

遊休 
不動産 

千葉市
稲毛区 

土地 8,200

合 計 201,030

  

  (2) 資産のグルーピングの方法 

 当社は、事業の区分をもとに、概ね独立

したキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位にて資産のグルーピングを行っており

ます。 

  

  (3) 減損損失の認識に至った経緯 

 賃貸用不動産のうち、営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスの施設の資産に

ついて減損損失を認識しました。遊休不動

産は、継続的に地下が下落している資産に

ついて減損損失を認識しました。 

  

  (4) 回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額は、正味売却価額により算

定しており、価格指標は不動産鑑定評価基

準を使用しております。 

  



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

貸借対照表に記載されている科目との

関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

貸借対照表に記載されている科目との

関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に記載されている科目との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 16,458,747千円

その他（有価証券） 80,231千円

計 16,538,978千円

  
現金及び預金勘定 24,399,525千円

その他（有価証券） 80,243千円

計 24,479,769千円

現金及び預金勘定 22,486,732千円

その他（有価証券） 80,237千円

計 22,566,969千円

  
預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△2,151,436千円

現金及び現金同等物 14,387,542千円

  
預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△2,039,832千円

現金及び現金同等物 22,439,937千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△2,012,766千円

現金及び現金同等物 20,554,202千円



（リース取引関係） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 279,199 24,202 254,997

車両運搬具 183,865 73,293 110,572

工具器具備品 187,433 123,132 64,301

合計 650,498 220,627 429,871

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 405,164 64,055 341,108

車両運搬具 211,280 113,334 97,945

工具器具備品 164,570 121,710 42,859

無形固定資産 2,997 249 2,747

合計 784,011 299,349 484,661
  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械装置 377,506 43,042 334,464

車両運搬具 209,332 93,672 115,659

工具器具備品 189,253 135,340 53,913

合計 776,091 272,054 504,036

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

  

１年内 97,849千円

１年超 342,780千円

 合計 440,630千円

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 103,510千円

１年超 394,197千円

 合計 497,708千円   

１年内 107,585千円

１年超 408,217千円

 合計 515,802千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

  
支払リース料 56,067千円

減価償却費相当額 49,835千円

支払利息相当額 7,624千円

  
支払リース料 64,191千円

減価償却費相当額 56,997千円

支払利息相当額 8,352千円

支払リース料 121,501千円

減価償却費相当額 107,980千円

支払利息相当額 16,430千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．貸主側 ２．貸主側 ２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び期末残高 
  

  
中間取得
価額 
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間期末
残高 
(千円) 

貸与
固定
資産 

380,116 39,603 340,512

  

  
中間取得
価額 
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間期末
残高 
(千円) 

貸与
固定
資産 

602,184 78,715 523,468

取得価額
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

期末残高
(千円) 

貸与
固定
資産 

602,184 57,750 544,433

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  
１年内 14,879千円

１年超 340,373千円

 合計 355,253千円

  
１年内 23,153千円

１年超 542,124千円

 合計 565,278千円

１年内 21,576千円

１年超 556,048千円

 合計 577,625千円

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 
  
受取リース料 29,336千円

減価償却費 14,247千円

受取利息相当額 22,977千円

  
受取リース料 45,116千円

減価償却費 21,335千円

受取利息相当額 34,708千円

受取リース料 67,508千円

減価償却費 32,196千円

受取利息相当額 52,698千円

(4) 利息相当額の算定方法 (4) 利息相当額の算定方法 (4) 利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 同左 

３．転貸リース取引 ３．転貸リース取引 ３．転貸リース取引 

借主側 借主側 借主側 

未経過リース料中間期末残高 未経過リース料中間期末残高 未経過リース料期末残高 
  
１年内 11,916,524千円

１年超 105,031,646千円

 合計 116,948,170千円

  
１年内 15,249,430千円

１年超 134,542,126千円

 合計 149,791,556千円

１年内 13,612,237千円

１年超 119,716,995千円

 合計 133,329,232千円

（注）当該リース取引は、おおむね同一の条

件で第三者にリースしております。 

なお、当該転貸リース取引は、上記１、

２のリース取引には含まれておりませ

ん。 

（注）      同左 （注）      同左 

オペレーティングリース取引 オペレーティングリース取引 オペレーティングリース取引 

借主側未経過リース料中間期末残高 借主側未経過リース料中間期末残高 借主側未経過リース料期末残高 

───── 
  
１年内 5,176千円

１年超 17,987千円

 合計 23,163千円

１年内 2,212千円

１年超 8,077千円

 合計 10,289千円

貸主側未経過リース料中間期末残高 貸主側未経過リース料中間期末残高 貸主側未経過リース料期末残高 
  
１年内 113,922千円

１年超 179,085千円

 合計 293,008千円

  
１年内 102,968千円

１年超 86,227千円

 合計 189,196千円

１年内 119,292千円

１年超 143,484千円

 合計 262,776千円

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

３．その他有価証券で時価のあるもの 

  

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 49,887 49,858 △28 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 49,887 49,858 △28 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 212,587 281,032 68,445 

(2）債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 220,571 321,818 101,246 

合計 433,158 602,850 169,692 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 60,132 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 20,098 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 341,823 



当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

３．その他有価証券で時価のあるもの 

  

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 421,277 982,779 561,502 

(2）債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 239,096 392,380 153,284 

合計 660,373 1,375,159 714,786 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 60,144 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 20,099 

非上場株式 119,203 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

３．その他有価証券で時価のあるもの 

  

４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 417,058 903,304 486,246 

(2）債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 220,871 341,244 120,373 

合計 637,929 1,244,549 606,619 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 60,138 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 20,099 

非上場株式 141,525 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．金利関連 

 上記の金利スワップ取引は、借入金の金利上昇リスクをヘッジする目的で行ったものであります。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

２．通貨関連 

 上記の為替予約取引は、原材料購入取引の為替相場変動リスクをヘッジする目的で行ったものであります。 

  

３．商品関連 

 上記の商品スワップ取引は、原材料（Ａ重油）について、将来の商品価額変動リスクをヘッジする目的で行ったものでありま

す。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．金利関連 

 該当事項はありません。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

２．通貨関連 

 該当事項はありません。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

３．商品関連 

 上記の商品スワップ取引は、原材料（Ａ重油）について、将来の商品価額変動リスクをヘッジする目的で行ったものでありま

す。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 1,000,000 △10,109 9,892 

合計 1,000,000 △10,109 9,892 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千ドル） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 6,030 △8,677 △8,677 

合計 6,030 △8,677 △8,677 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千バレル） 時価（千円） 評価損益（千円） 

商品 スワップ取引 600 535,670 535,670 

合計 600 535,670 535,670 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千バレル） 時価（千円） 評価損益（千円） 

商品 スワップ取引 510 1,722,599 770,488 

合計 510 1,722,599 770,488 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．金利関連 

該当事項はありません。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

２．通貨関連 

 上記の為替予約取引は、原材料購入取引の為替相場変動リスクをヘッジする目的で行ったものであります。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

３．商品関連 

 上記の商品スワップ取引は、原材料（Ａ重油）について、将来の商品価額変動リスクをヘッジする目的で行ったものでありま

す。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

  

  次へ 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千ドル） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 622 △2,886 △2,886 

合計 622 △2,886 △2,886 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千バレル） 時価（千円） 評価損益（千円） 

商品 スワップ取引 540 952,111 952,111 

合計 540 952,111 952,111 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,081.77円

１株当たり中間純利益
金額 

112.90円

  
１株当たり純資産額 1,215.40円

１株当たり中間純利益
金額 

77.92円

１株当たり純資産額 1,160.25円

１株当たり当期純利益
金額 

206.99円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

平成16年２月10日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式

分割による新株式を発行しておりま

す。 

  平成16年２月10日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式

分割による新株式を発行しておりま

す。 

１．平成16年５月20日付をもって普

通株式１株につき1.3株に分割し

ております。 

  １．平成16年５月20日付をもって普

通株式１株につき1.3株に分割し

ております。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式  6,323,250株 

  (1) 分割により増加する株式数 

普通株式  6,323,250株 

(2) 分割方法 

 平成16年３月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき1.3株の割合をもって分割

しております。 

  (2) 分割方法 

 平成16年３月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき1.3株の割合をもって分割

しております。 

２．配当起算日 

 平成16年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前期にお

ける１株当たり情報について

は、それぞれ以下のとおりとな

ります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

907.88円 996.84円 

１株当たり中間

純利益金額 

１株当たり当期

純利益 

83.53円 170.85円 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益 

－ － 

 
２．配当起算日 

 平成16年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前期にお

ける１株当たり情報は、以下の

とおりとなります。 

  

前事業年度 

１株当たり純資産額 

  

996.84円 

１株当たり当期純利益 

  

170.85円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 

  

－ 



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期)純利益（千円） 3,092,269 2,133,879 5,669,180 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期）純利益 
            （千円） 

3,092,269 2,133,879 5,669,180 

期中平均株式数（千株） 27,389 27,385 27,388 



(2）【その他】 

 平成17年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ) 中間配当による配当金の総額           684,626千円 

(ロ) １株当たり金額                  25円00銭 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成17年12月９日 

（注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し支払を行います。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第40期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月16日近畿財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成16年12月21日

エネサーブ株式会社     

 取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 阿部 修二   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中村 勝三郎  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエ

ネサーブ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第40期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、エネサーブ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

     

    平成17年12月22日

エネサーブ株式会社     

 取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 阿部 修二   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中村 勝三郎  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエ

ネサーブ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第41期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、エネサーブ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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